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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ３．第62期第３四半期連結累計（会計）期間の１株当たり情報の算定上の基礎となる１株当たり純資産額の算定

に用いられた期末の普通株式の数及び期中平均株式数は、パラマウントベッド社員持株会専用信託が所有す

る当社株式を控除しております。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第61期及び第61期第３四半期連結累計

（会計）期間は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため、記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第61期

第３四半期 
連結累計期間 

第62期
第３四半期 
連結累計期間 

第61期
第３四半期 

連結会計期間 

第62期 
第３四半期 
連結会計期間 

第61期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

自平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

自平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

自平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

自平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

自平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  27,463  32,129  8,084  10,519  39,821

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 196  3,239  △275  1,077  1,046

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円） 
 △463  1,832  △632  600  △484

純資産額（百万円） － －  61,849  62,868  61,790

総資産額（百万円） － －  72,948  82,407  79,889

１株当たり純資産額（円） － －  2,026.81  2,059.49  2,026.11

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △15.25  60.24  △20.79  19.74  △15.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  60.13  －  19.68  －

自己資本比率（％） － －  84.51  76.04  77.14

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,367  4,124 － －  3,901

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 150  △4,929 － －  984

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △868  △734 － －  △1,210

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  15,052  15,666  17,227

従業員数（人） － －  1,484  1,670  1,487
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）                    1,670

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）                      832
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。  

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

ベッド  6,747  16.5

マットレス  710  5.5

病室用家具  741  △16.4

医療用器具備品  636  △7.7

その他  258  13.2

合計  9,093  10.0

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

病室用家具他  1,269  27.4

合計  1,269  27.4

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

ベッド  5,344  46.1

マットレス  723  40.3

病室用家具  747  △1.0

医療用器具備品  623  17.7

その他  3,080  17.4

合計  10,519  30.1
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 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア経済の改善などを背景に輸出が増加するなど、一部に持

ち直しの動きがみられるものの、雇用情勢の悪化や為替の急激な変動など、依然として厳しい状況で推移いたしまし

た。 

 当医療業界につきましては、医療の危機的状況を解消するため、平成22年度に予定されている診療報酬の改定にお

いて10年ぶりでプラス改定（医師の技術料である本体部分がプラス1.55％、その他薬価等がマイナス1.36％、トータ

ルでプラス0.19％）となることが決定いたしました。 

 高齢者福祉分野におきましては、平成21年度の介護報酬のアップにより、同年９月の時点で介護従事者の平均給与

が月額約９千円増えたことが公表されるなど、業界全体として明るさがみられました。 

 このような国内の事業環境の中で厳しい状況が続いておりました施設向け販売は、医療施設・高齢者施設ともに前

期を上回る水準で推移しました。このまま反転基調となるか否かにつきましては、今後さらに慎重に見極めてまいり

ます。一方、ここ数年堅調に推移している在宅向け販売は、４月に発売した新製品「楽匠Ｓシリーズ」が第３四半期

においても概ね好調を維持しました。 

 生産・開発面におきましては、上記の「楽匠Ｓシリーズ」のほか、高齢の方の“立ち座り”をサポートする在宅向

け補助用具「ユニバーサルグリップ」を11月に発売するなど、新製品を投入いたしました。 

 連結子会社につきましては概ね予定通りに推移いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間は、売上高105億19百万円（前年同四半期比30.1％増）、営業利益11億48

百万円（同40599.5％増）、経常利益10億77百万円（前年同四半期は２億75百万円の経常損失）、四半期純利益6億円

（前年同四半期は６億32百万円の四半期純損失）となりました。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高及び営業損益は、セグメント

間の内部取引を含んで記載しております。 

 国内においては、売上高99億42百万円（前年同四半期比32.5％増）、営業利益11億93百万円（同636.8％増）、海

外のアジアでは、売上高６億５百万円（同23.4％増）、営業利益１億19百万円（同237.6％増）、ヨーロッパでは売

上高３億95百万円（同10.3％減）、営業損失98百万円（前年同四半期は１億17百万円の営業損失）となりました。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末

に比べ28億76百万円減少し、156億66百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、減少した資金は４億30百万円（前年同四半期は６億６百万円の減少）となりました。これは主

に、たな卸資産の増加額８億円と売上債権の増加額６億49百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は23億71百万円（前年同四半期は８億34百万円の減少）となりました。これは主

に、有価証券及び投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は１億20百万円（前年同四半期は５億76百万円の減少）となりました。これは主

に、配当金の支払いによる減少額４億57百万円と信託型従業員持株インセンティブ・プラン導入に伴う長期借入金の

増加額２億73百万円によるものであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は216百万円であります。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。新製

品といたしまして下記２製品を発売しております。 

 在宅分野では、「楽匠Ｓシリーズ」のメリット・製品力（超低床）を最大限に生かす為に「Ｓシリーズ用サイドテ

ーブル」を10月に発売いたしました。 

 また、高齢の方の立位・歩行の補助をする手すりとして設置工事が不要な「ユニバーサルグリップ」を11月に発売

いたしました。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526  31,682,526
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。  

計  31,682,526  31,682,526 － －  
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成21年６月26日定時株主総会決議  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個） 3,483 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  7 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 348,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,396  

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,396 

資本組入額    698    

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の

地位にあることを要する。ただし、取締役が任期満

了により退任した場合、または従業員が定年により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議及び取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併(当社が消滅する場合に限る。) 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する

株式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する

権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得

する株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社  
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 該当事項はありません。 

  

  

 当第３四半期会計期間において、当社代表取締役社長木村恭介から平成21年11月20日付の大量保有に関する変更報

告書及び平成21年11月27日付の同報告書に係る訂正報告書の写しの送付があり、木村恭介及び共同保有者２者は、平

成21年11月16日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容

が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

    

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。  

  

 ①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれております。

 ②【自己株式等】 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276

（５）【大株主の状況】

氏名または名称 住所  保有株券等の数(株)  株券等保有割合(％) 

 木村恭介  東京都港区  1,536,778   4.85

 木村和恵  東京都港区   22,107   0.07

 有限会社レッジウッド  東京都港区南麻布4－9－22   600,000   1.89

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式          1,266,500 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式      30,318,600  303,186 － 

単元未満株式 普通株式      97,426 － 
１単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数  31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  303,186 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,266,500  －  1,266,500  4.00

計 －  1,266,500  －  1,266,500  4.00
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,350  1,334  1,412  1,583  1,969  2,085  2,035  2,045  2,055

最低（円）  1,243  1,245  1,261  1,376  1,479  1,881  1,811  1,774  1,889

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,666 14,728

受取手形及び売掛金 10,899 11,949

リース債権及びリース投資資産 1,807 1,726

有価証券 8,374 4,576

商品及び製品 3,466 3,489

仕掛品 197 244

原材料及び貯蔵品 1,157 1,264

その他 1,007 868

貸倒引当金 △54 △54

流動資産合計 39,521 38,793

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,567 24,454

減価償却累計額 △15,273 △14,801

建物及び構築物（純額） 9,293 9,653

機械装置及び運搬具 7,731 7,698

減価償却累計額 △5,732 △5,480

機械装置及び運搬具（純額） 1,999 2,217

土地 8,170 8,168

リース資産 630 579

減価償却累計額 △257 △190

リース資産（純額） 373 389

賃貸資産 6,943 4,792

減価償却累計額 △1,491 △769

賃貸資産（純額） 5,451 4,023

建設仮勘定 84 78

その他 6,730 6,653

減価償却累計額 △5,753 △5,584

その他（純額） 976 1,069

有形固定資産合計 26,349 25,600

無形固定資産   

のれん 486 598

その他 2,012 2,067

無形固定資産合計 2,498 2,666

投資その他の資産   

投資有価証券 9,049 8,372

その他 5,103 4,537

貸倒引当金 △114 △79

投資その他の資産合計 14,038 12,830

固定資産合計 42,886 41,096

資産合計 82,407 79,889
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,119 5,090

短期借入金 735 736

リース債務 1,754 1,339

未払法人税等 1,204 677

賞与引当金 377 615

その他 2,628 2,455

流動負債合計 10,820 10,914

固定負債   

長期借入金 295 30

リース債務 5,102 4,238

退職給付引当金 2,020 1,732

その他 1,298 1,183

固定負債合計 8,717 7,184

負債合計 19,538 18,099

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 52,482 51,671

自己株式 △3,407 △3,539

株主資本合計 62,943 62,000

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △153 △330

為替換算調整勘定 △124 △42

評価・換算差額等合計 △277 △373

新株予約権 25 －

少数株主持分 177 163

純資産合計 62,868 61,790

負債純資産合計 82,407 79,889
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 27,463 32,129

売上原価 17,423 18,765

売上総利益 10,039 13,363

販売費及び一般管理費 ※  9,589 ※  10,083

営業利益 450 3,280

営業外収益   

受取利息 108 77

受取配当金 68 39

為替差益 － 3

保険金収入 － 52

匿名組合投資利益 － 5

その他 114 62

営業外収益合計 291 241

営業外費用   

支払利息 50 157

為替差損 139 －

投資事業組合運用損 97 92

匿名組合投資損失 211 －

その他 46 32

営業外費用合計 545 282

経常利益 196 3,239

特別利益   

投資有価証券売却益 383 50

関係会社株式売却益 109 －

固定資産売却益 0 1

償却債権取立益 － 0

貸倒引当金戻入額 14 －

特別利益合計 507 52

特別損失   

投資有価証券売却損 5 －

投資有価証券評価損 159 －

固定資産除売却損 32 24

減損損失 586 －

たな卸資産評価損 137 －

事業構造改善費用 － 139

特別損失合計 921 163

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△217 3,128

法人税、住民税及び事業税 407 1,581

法人税等調整額 △218 △332

法人税等合計 189 1,249

少数株主利益 57 46

四半期純利益又は四半期純損失（△） △463 1,832
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,084 10,519

売上原価 5,053 5,882

売上総利益 3,030 4,637

販売費及び一般管理費 ※  3,027 ※  3,488

営業利益 2 1,148

営業外収益   

受取利息 50 36

受取配当金 7 5

投資事業組合運用益 － 8

その他 26 25

営業外収益合計 84 76

営業外費用   

支払利息 12 52

為替差損 139 72

投資事業組合運用損 40 －

匿名組合投資損失 142 4

その他 27 17

営業外費用合計 362 146

経常利益又は経常損失（△） △275 1,077

特別利益   

投資有価証券売却益 239 50

関係会社株式売却益 109 －

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 358 50

特別損失   

投資有価証券評価損 126 －

固定資産除売却損 15 14

減損損失 586 －

事業構造改善費用 － 125

特別損失合計 729 139

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△645 988

法人税、住民税及び事業税 △75 376

法人税等調整額 39 2

法人税等合計 △36 379

少数株主利益 22 9

四半期純利益又は四半期純損失（△） △632 600
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△217 3,128

減価償却費 1,722 2,297

減損損失 586 －

のれん償却額 228 119

賞与引当金の増減額（△は減少） △272 △277

退職給付引当金の増減額（△は減少） 255 288

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 34

受取利息及び受取配当金 △177 △117

支払利息 － 157

為替差損益（△は益） 24 15

投資事業組合運用損益（△は益） 97 92

匿名組合投資損益（△は益） 211 △5

投資有価証券売却損益（△は益） △378 △50

投資有価証券評価損益（△は益） 159 －

固定資産除売却損益（△は益） 32 22

たな卸資産評価損 137 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,554 1,321

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

－ △67

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,213 162

仕入債務の増減額（△は減少） △1,508 △1,036

リース債務の支払額 － △733

その他 △621 △133

小計 2,602 5,218

利息及び配当金の受取額 173 120

利息の支払額 △50 △157

法人税等の支払額 △357 △1,057

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,367 4,124

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △1,898 △3,795

有価証券の売却による収入 4,597 1,199

有形固定資産の取得による支出 △1,609 △652

無形固定資産の取得による支出 △87 △245

投資有価証券の取得による支出 △1,412 △2,300

投資有価証券の売却による収入 876 1,112

その他 △315 △248

投資活動によるキャッシュ・フロー 150 △4,929
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △10 △11

長期借入れによる収入 59 273

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △915 △914

その他 － △80

財務活動によるキャッシュ・フロー △868 △734

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,648 △1,560

現金及び現金同等物の期首残高 13,403 17,227

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,052 ※  15,666
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  該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更 

 連結子会社でありましたサンネットワーク北海道株式会社は、平成21年

10月に当社の連結子会社であるサンネットワーク株式会社に吸収合併され

ました。 

  (2）変更後の連結子会社の数 

７社 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険金収入」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険金収入」は35百万円であります。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「支払利息」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第

３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「支払利息」は、50百万円で

あります。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略

し第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（信託型従業員持株インセンティブ・プランの会計処理について） 

 平成21年９月17日開催の取締役会において、当社従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与

を目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本プラン」）を導入いたしました。  

 本プランでは、「パラマウントベッド社員持株会専用信託」（以下「従持信託」）が、平成21年10月以降、５年間に

わたり「パラマウントベッド社員持株会」（以下「持株会」）が取得する規模の当社株式を予め当社より取得し、取得

後、信託終了時点までに持株会への当社株式の売却を通じて従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合に、当該株

式売却益相当額を残余財産として、受益者適格要件を満たす従業員に分配します。また当社は、従持信託が当社株式を

取得するための借入れに対し保証をしているため、信託終了時点において従持信託内に当社株価の下落によって当該株

式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

 なお、当社は平成21年10月５日付で、自己株式137,000株（273百万円）を従持信託へ譲渡しております。 

 当該自己株式の処分に関する会計処理については、当社が従持信託の債務を保証している関係上、経済的実態を重視

する観点から、当社と従持信託が一体のものであると認識し、持株会が従持信託より株式を購入した時点で、当社から

外部に株式が譲渡されたものとして処理しております。したがって、従持信託が所有する自己株式を含む資産及び負債

並びに費用及び収益については当社の四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書に含めて計上しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載してお

ります。 

 なお、平成21年12月31日現在において従持信託が所有する自己株式数は124,900株となっております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      179 住宅資金借入債務  

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      206 住宅資金借入債務  

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を

負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を

負っております。 

みずほファクター㈱ 百万円700 みずほファクター㈱ 百万円549

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

   

給料手当       百万円2,235

賞与引当金繰入額         百万円596

 ※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  

給料手当       百万円2,437

賞与引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

        百万円

   百万円

249

39

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  

給料手当       百万円711

賞与引当金繰入額         百万円203

 ※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  

給料手当       百万円827

賞与引当金繰入額       百万円249

貸倒引当金繰入額         百万円3

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

現金及び預金勘定        百万円12,554

有価証券勘定         百万円4,685

計        百万円17,240

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
     百万円△2,188

現金及び現金同等物        百万円15,052

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

現金及び預金勘定        百万円12,666

有価証券勘定         百万円8,374

計        百万円21,041

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券等 
     百万円△5,374

現金及び現金同等物        百万円15,666
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       31,682,526株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       1,254,621株  

（注）当社は、平成21年10月５日付で「パラマウントベッド社員持株会専用信託（以下「従持信託」といいま

す。）」へ、自己株式137,000株を譲渡しております。 

   会計処理については、当社と従持信託は一体であるとの処理をしていることから、「２．自己株式の種

類及び株式数」における自己株式数は、従持信託が所有する当社株式数124,900株と当社所有株式数

1,129,721株を加算して記載しております。  

３．新株予約権に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 25百万円（親会社 25百万円、連結子会社 －百万円） 

  （注）上記の新株予約権のうち、親会社におけるものは権利行使期間の初日が到来しておりません。  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  456  15 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 

平成21年11月５日 

取締役会 
普通株式  456  15 平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金 
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 前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

   前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

   当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

   前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  7,420  214  449  8,084  －  8,084

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 82  276    (7)  351  (351)  －

  計  7,503  490  441  8,435  (351)  8,084

  営業利益(又は営業損失)  161  35    (117)  79    (76)  2

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  9,872  252  394  10,519  －  10,519

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 69  352    1  424  (424)  －

  計  9,942  605  395  10,943  (424)  10,519

  営業利益(又は営業損失)  1,193  119    (98)  1,213    (64)  1,148

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  24,754  613  2,095  27,463    －  27,463

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 311    965  61  1,338    (1,338)  －

  計  25,065  1,578  2,157  28,801    (1,338)  27,463

  営業利益(又は営業損失)  972  183    (411)  744    (294)  450
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   当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

（1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

（2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

３．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間  

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 

４．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正に伴い、機械装置の耐用年数を変更しておりま

す。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  29,986  628  1,514  32,129    －  32,129

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 209    1,056  1  1,267    (1,267)  －

  計  30,196  1,684  1,515  33,396    (1,267)  32,129

  営業利益(又は営業損失)  3,566  272    (264)  3,573    (293)  3,280
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

（1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国、マレーシア 

（2）中東     ： サウジアラビア王国、クウェート国 

（3）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ウズベキスタン共和国 

（4）その他の地域 ： ブラジル連邦共和国、チュニジア共和国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  255  35  460  143  894

Ⅱ 連結売上高（百万円）          8,084

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 3.2  0.4  5.7  1.8  11.1

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  333  31  395  103  863

Ⅱ 連結売上高（百万円）          10,519

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 3.2  0.3  3.7  1.0  8.2

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  805  236  2,178  215  3,435

Ⅱ 連結売上高（百万円）          27,463

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.9  0.9  7.9  0.8  12.5

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  811  132  1,504  130  2,579

Ⅱ 連結売上高（百万円）          32,129

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.5  0.4  4.7  0.4  8.0
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 当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

   

その他有価証券で時価のあるもの 

  当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   売上原価        ３百万円 

  販売費及び一般管理費  ９百万円  

（有価証券関係）

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式  343  799  456

(2）債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  4,047  3,943  △103

その他  －  －  －

(3）その他  7,267  6,664  △603

合計  11,658  11,408  △249

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

     金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

       

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,059.49円 １株当たり純資産額 2,026.11円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △15.25円

  

１株当たり四半期純利益金額 60.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
60.13円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額  
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △463  1,832

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △463  1,832

期中平均株式数（株）  30,417,337  30,417,609

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額             

四半期純利益調整額（株）   －  －

普通株式増加数（株）   －  53,221

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

 －  －
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 （注）  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

     金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

３． パラマウントベッド社員持株会専用信託が所有する当社株式については、連結財務諸表において自己株式

として認識しているため、当第３四半期連結会計期間末の１株当たり純資産額の算定に用いられた当第３四

半期連結会計期間末の普通株式数及び当第３四半期連結累計（会計）期間の期中平均株式数は、当該株式が

控除されております。 

  

       該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 △20.79円 １株当たり四半期純利益金額 19.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
19.68円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △632  600

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △632  600

期中平均株式数（株）  30,416,863  30,419,623

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額             

四半期純利益調整額（株）  －  －

普通株式増加数（株）   －  100,513

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

 －  －

（重要な後発事象）
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 平成21年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  (イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・ 456百万円 

  (ロ) １株当たりの額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15円 

  (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・ 平成21年12月７日  

 (注) 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。  

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月６日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月２日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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